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流山市高齢者給食サービス事業業務委託仕様書  

 

１．趣旨  

本仕様書は、流山市内に居住する６５歳以上の高齢者であって、

流山市（以下「委託者」という。）が給食サービスの利用を認めた

者（以下「利用者」という。）に対し、利用者の自宅を訪問してサ

ービスを提供する業務（以下「本業務」という。）の適切かつ円滑

な実施に関して必要な事項を定めるものである。  

 

２．業務の概要  

本業務は、利用者に対し、サービス利用の決定に基づき週に３回

まで昼食又は夕食を配達するサービスを実施するものである。  

業務の実施については、本仕様書のほか、次に掲げるものに基づ

き実施するものとし、改定があった際はそれに準じるものとする。  

（１）流山市高齢者給食サービス事業の実施に関する規則（平成  

１１年規則第２５号）  

（２）厚生労働省「日本人の食事摂取基準」（２０２０年版）  

https : / /www.mhlw.go. jp /content/10904750/000586553.pdf  

（３）厚生労働省「大量調理施設衛生管理マニュアル」  

http: / /www.mhlw.go. jp / f i le /06-Seisakujouhou-11130500-

Shokuhinanzenbu/0000168026.pdf  

（４）農林水産省「新しい介護食品（スマイルケア食）情報」   

http: / /www.maff .go . jp/ j /shokusan/seizo /kaigo/pdf /guide_lines_1.pdf  

（５）厚生労働省「地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の    

栄養管理に関するガイドライン」  

http: / /www.mhlw.go. jp / f i le /06 -Seisakujouhou-10900000-

Kenkoukyoku/guidel ine_3.pdf  

 

３．業務の場所  

本業務の実施場所は、市内全域の利用者の自宅とする。  

 

４．業務の委託期間  

本業務の委託期間は、契約締結日の翌日から令和９年３月３１日

までとする。  

 なお、給食サービスの実施期間は、令和６年４月１日から令和９

https://www.mhlw.go.jp/content/10904750/000586553.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000168026.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000168026.pdf
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/seizo/kaigo/pdf/guide_lines_1.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/guideline_3.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/guideline_3.pdf
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年３月３１日までとする。  

 

５．事業規模  

 令和４年４月から令和５年３月までの事業実績  

項目  平均  

(小数点以下切捨 ) 

最大  最少  

月間食数  １２１０食  １２９４食  １１３２食  

１日食数  ４０食  ６３食  １０食  

月間利用者数  １０４人  １１１人  ９８人  

 

 療養食の配食状況  

令和５年５月利用者の調査結果（調査対象者１０６人）  

療養食  人数  療養食  人数  

やわらか食  ０人  糖尿病食  ６人  

高血圧食  ７人  腎臓病食  ３人  

 

６．業務の内容  

 ①概要  

  受託者は利用者に対し、委託者が決定した曜日に昼食又は夕食

を調理し、利用者宅を訪問して手渡しで給食を届け、利用者から

利用実績を確認する書類（以下「受領簿」という。）に受領印を

受ける。受領簿は、サービスを実施した年月日、配食時間帯（昼

食又は夕食）及び配食メニュー（普通食又は特別食の種類）が確

認できる任意の様式とする。  

 ②実施日  

  市が決定した利用曜日に昼食又は夕食の配食を行う。ただし、

１月１日は除くものとする。  

 ③実施時間  

昼食は概ね１０時から１２時まで、夕食は概ね１５時から１７

時までに、受託者は利用者宅を訪問し、利用者に給食を手渡すこ

ととし、その間利用者は自宅で待つ必要があるため、毎回決まっ

た時間に配食するよう配慮すること。  

 ④不在時の対応  

利用者が不在の場合は、訪問時間を記録した不在連絡票（様式
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１）を利用者宅のポスト等に投函し、給食は持ち帰る。  

最初の訪問から時間をあけて、利用者宅を再度訪問し、利用者

に給食を手渡す。なお、再度の訪問を実施する時間は、昼食は１

３時まで、夕食は１８時までとする。再度訪問した際も利用者が

不在の場合には、給食を持ち帰る。  

再度の訪問時も不在であった利用者について、再度の訪問から

１時間が経過して利用者から連絡がない場合には、直ちに本人及

び緊急連絡先への電話連絡を行い、利用者の安否の確認をする。

安否を確認できなかった場合には、すみやかに委託者に報告を行

う。  

また、再度訪問した際も不在のために給食を持ち帰った利用者

については、翌日９時までに委託者へ書面で対応を報告する。  

 ⑤配送  

  配食にあたっては、届けた食事について早めに食べること、食  

べ残した食事を保存し、後で食べないこと等を利用者に周知を徹  

底すること。  

  給食の配送は衛生的かつ安全に配慮し、交通法規を遵守して行

う。また、事故等によりサービスの提供が困難となった場合の代

替措置を整えておく。なお、利用者の感染症の疑い等により手渡

しが困難な場合は、状況に応じて、委託者と協議し、配食方法等

別途定めるものとする。  

 ⑥緊急時の対応  

  サービス提供時に、利用者の健康状態に変事があった場合は、

可能な範囲の応急的救護活動及び必要な通報を行うとともに、緊

急連絡先及び委託者に連絡をすることとする。  

 ⑦苦情・要望への対応  

  受託者は利用者から本サービスへの苦情・要望を受けた場合に

は、真摯に対応し改善するように努めなければならない。また、

利用者からの苦情・要望とその対応について委託者へ報告をしな

ければならない。  

  毎年１回、委託者の指示のもとで利用者に対するアンケートを

実施し、給食サービスに関する要望を伺い、その結果を委託者に

報告すること。  

  委託者は、利用者からの苦情・要望に基づき、受託者に対し本

業務に係る監督及び業務の改善命令をすることができる。また、
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アンケート結果を活用し、サービスの質の向上に努めること。  

⑧非常時の対応  

  事故や災害・悪天候、感染症、食中毒等により受託者の厨房施

設や人員の稼働が通常の体制を継続することが一時的に困難とな

った場合において、利用者が継続してサービスを受けられるよ

う、必要な対策、支援体制を予め整えておくこと。  

 

７．給食の内容  

 ①事前説明  

  利用者に対し、サービス実施前に事業が円滑に行われるよう、  

食事の受け渡し、利用料徴収方法等、サービス内容の説明を行  

う。  

 ②献立内容  

献立内容は主食、主菜、副菜及び副々菜として、基本的には汁

物及びデザートをつけないこととする。献立の作成に当たって

は、管理栄養士又は栄養士が、高齢者の嗜好に配慮し、「日本人

の食事摂取基準」の高齢者の食事摂取基準（普通食及び介護食に

おいては、身体活動レベルⅠとする）に沿った栄養価計算を行う

こととする。  

③配食メニュー  

 受託者は、普通食及び特別食（咀嚼困難な利用者に向けた介護

食及び持病のある利用者に向けた療養食）の配食メニューから、

利用者の要望に応じて配食を提供する。  

 介護食については、農林水産省の示す「新しい介護食品（スマ

イルケア食）分類表」による黄Ｂ（歯茎でつぶせる食品）、黄Ｃ

（舌でつぶせる食品）、赤Ａ（ペースト状の食品）、赤Ｂ（ムー

ス状の食品）又は赤Ｃ（ゼリー状の食品）に相当するメニューを

1 つ以上用意すること。  

 療養食については、高血圧症の利用者に配慮して塩分摂取量を

調整したメニュー、糖尿病の利用者に配慮してカロリー摂取量を

調整したメニュー及び腎臓病の利用者に配慮してたんぱく質摂取

量を調整したメニューを用意すること。  

普通食及び療養食の食形態については、米飯等の主食を「普

通・軟飯・かゆ」から、主菜・副菜等を「普通・一口大・キザ

ミ」から、利用者の要望に応じて対応する。  
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上記の他、可能な範囲で口腔機能に低下のある利用者や持病に

よる食事制限が必要な利用者に配慮した配食メニューを用意する

こと。  

併せて、受託者は、高齢者支援課窓口等において市民等に配布

するチラシとして、本業務で配食を実施する普通食及び特別食に

ついて掲載した配食メニュー一覧表を作成する。配食メニュー一

覧は、配食メニューごとに食事の写真を記載し、療養食について

は各栄養成分の摂取基準量を明記する。配食メニュー一覧表はＡ

４又はＡ３サイズのカラー印刷が望ましい。なお、配食メニュー

一覧表の作成・印刷等に係る経費は委託料に含めるものとする。  

 ④アレルギーへの対応  

  受託者は利用者のアレルギーの有無を確認し、アレルギーのあ

る利用者に対してアレルゲンを含む食品を提供しないこと。ま

た、可能な範囲で代替食の提供に努めること。  

⑤容器  

冷たいものは冷たく、温かいものは温かく提供するよう保温・

保冷機能のある容器の使用が望ましい。食の安全確保のため、や

むを得ず温かいものを冷たい状態で提供する場合には、電子レン

ジ使用可能な容器を使用すること。  

使い捨て容器を使用するときは、利用者が希望する場合に受託

者は容器を回収し、容器の処分まで責任を持つこと。  

 ⑥食材  

  季節の食材や流山市産・千葉県産の食材を用いるよう努めるこ

と。  

 ⑦献立予定表  

受託者は、献立予定表を事前に利用者へ配付する。  

受託者は、栄養成分（エネルギー、たんぱく質、脂質、炭水化

物等）を記載した献立予定表をその月の５日前までに事前に委託

者へ提出すること。  

⑧食材料費及び調理に係る人件費  

食材料費及び調理にかかる人件費については、合計額が消費税

及び地方消費税を別として４６２円以内となるように献立内容を

調整する。  

 

８．衛生管理  
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  受託者は、保健所等の監督官庁の指導を遵守し、衛生規則及び

手順を定め、集団給食としての衛生管理を徹底し、食中毒の予防

に万全を期すること。  

 

９．利用料の徴収  

  受託者は、 1 食当たりの食材料費及び調理費相当額（見積書の

食材料費及び調理に係る人件費に消費税及び地方消費税を加えた

額）を利用料として利用者から徴収する。なお、利用料の減額の

決定を受けている利用者については、１食当たり３５０円（消費

税及び地方消費税を含む。）の利用料を徴収する。利用料の減額

の決定の有無については、利用開始時及び６月に見直しを行った

際に、委託者から通知する。ただし、サービス実施日の前日１５

時までに給食の配達をキャンセルする旨の連絡を受けた場合に

は、利用料は不要とする。  

利用料の徴収は口座振替を原則とするが、やむを得ない事情が

ある場合には直接徴収することができる。なお、利用料の徴収に

要する経費及び利用料を委託者に納入する経費は委託料に含むも

のとする。  

利用料の徴収の後、口座振替の明細及び直接徴収の領収書を控

え（コピー可）、委託者から提出するよう求められた場合は速や

かに提出すること。  

 

１０．業務の委託料  

  受託者は委託者に１食当たりの委託料の見積書を提出するこ

と。  

委託者は受託者に対し、１食当たりの委託料に利用食数を乗じ

た委託料を支払う。  

（１）１食当たりの委託料  

  １食当たりの委託料の上限額は、消費税及び地方消費税を別と

して８５７円とする。  

（２）委託料算出上の留意事項  

  １食当たりの委託料のうち、食材料費及び調理に係る人件費の

合計は消費税及び地方消費税を別として４６２円以内とする。  

なお、消費税及び地方消費税は消費税の軽減税率制度が適用さ

れることから８％とすること。ただし、契約期間中に消費税及び
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地方消費税の税率が改定された場合、改定日以降に実施した給食

サービスの委託料については改定後の税率を適用する。  

 

１１．実績報告と委託料の支払い  

 （１）実績報告  

受託者は１か月ごとのサービス実施状況を翌月の１０日までに

実績報告書（様式２－１）及び実績表（様式２－２）に受領簿を

添付して委託者に実績報告をする。なお、実績表は電子データを

提出すること。また、実績報告書及び実績表は利用者の通し番号

順どおりに整理し、提出すること。  

併せて、配食メニュー及び配食時間帯（昼食又は夕食）毎に実

績管理を行い、委託者が請求を行った場合は速やかに報告を行う

こととする。  

 （２）委託料の支払い  

 受託者は実績報告を完了した後に、請求書を提出する。委託者

は請求書を受理した日から３０日以内に委託料を支払う。  

（３）利用料の納入  

受託者は、委託者からの納入通知書に基づき、利用者から徴収

した本サービスの利用料を委託者に納める。  

 

１２．事故の処理  

 受託者において、本事業の業務に関する事故があった場合には、

すみやかに必要な措置を講ずるとともに、委託者に経過及び結果を

書面にて報告しなければならない。食中毒など受託者の責に帰すべ

き事由に基づく事故が発生した場合には、利用者に対しての損害賠

償を速やかに行うとともに、あらかじめ損害賠償保険に加入してい

なければならない。  

 

１３．個人情報の保護  

 受託者は、委託先における個人情報の取扱いに関する特記仕様書

を遵守しなければならない。  

 

１４．サービスの実施依頼等  

 ①新規利用者の通知  

  新規の利用者が発生した時は、委託者からの新規利用者の業務
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開始依頼通知（様式３）を行う。受託者は同通知に基づき、サー

ビス開始前に職員を利用者宅に訪問し、サービス内容について説

明を行い、配食メニュー、食形態の希望、アレルギーの有無、給

食の受渡し方法及び料金支払い方法等サービスの円滑な実施に必

要な事項を確認する。  

  事前調査を実施後 1 週間以内に、調査報告書（様式４）を委託

者へ提出する。  

 ②利用再開者の通知  

  委託者は入院等の事由により、サービスの利用を休止していた

利用者が利用の再開をする場合には、業務再開依頼通知（様式

５）を受託者へ行う。  

 ③利用変更者の通知  

  委託者は利用回数・曜日等の変更の申出があった場合には、業

務変更依頼通知（様式６）を受託者へ行う。  

 ④利用終了の通知  

  委託者は利用者から利用終了の届出があった場合には、業務終

了通知（様式７）を受託者へ行う。  

 ⑤利用者からの申し出の対応について  

  受託者は、利用者から給食サービスの利用終了、休止、利用変

更、再開の申し出があった場合には、すみやかに委託者に報告す

る。利用の再開・変更に当たっては、地域包括支援センターにお

いてアセスメントを行った上で、委託者が再開・変更を決定し、

受託者へ通知する。利用者からの申し出についての報告は、連絡

票（様式８）をもって行うものとする。  

 

１５．履行期間開始前の準備行為  

 受託者は、契約日以降、本業務の履行期間開始の前に、委託者及

び委託者が指定する者から、業務の引継を受けること。受託者は、

利用者が戸惑うことのないよう従前の受託者と協力して利用者宅を

訪問し、あいさつや利用案内等の説明を丁寧に行うこと。あいさつ

等は、令和６年３月３１日までに、全ての利用者に実施しておくこ

と。なお、履行期間開始前の準備行為については、委託者からの費

用の支払いはない。  

 

１６．業務引継ぎについて  
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 受託者は、本業務の終了に際し、委託者又は委託者が指定する者

に対し、業務の引継ぎ等について誠意をもって対応しなければなら

ない。  

 

１７．その他  

 本仕様書に定めのない事項については、別途委託者と協議して定

めるものとする。  
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委託先における個人情報の取扱いに関する特記仕様書  

 

１  本特記仕様書の趣旨等  

（１）本特記仕様書は、個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託

する場合において、委託先において遵守すべき義務等について

定めるものである。  

（２）本特記仕様書は、これが添付される本契約に係る契約書、契

約約款、仕様書その他の契約書面と一体を成すものである。  

（３）本特記仕様書の記載内容が他の契約書面の記載内容（個人情

報の取扱いに係る部分に限る。）と相違するときは、個人情報

の取扱いに当たって満たすべき最低限度の基準として、本特記

仕様書の記載内容を優先して適用する。  

（４）本特記仕様書における用語の意義は、次号及び第６号の用語

を除き、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号。以下「法」という。）及び行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第

２７号。以下「番号法」という。）において使用する用語の例

による。  

（５）本特記仕様書において「甲」とは流山市を、「乙」とは委託

先をいう。  

（６）前号の規定にかかわらず、第１１項の規定により２以上の段

階にわたる委託をする場合における当該段階ごとの本特記仕様

書において、「甲」とは流山市をいい、「乙」とは当該段階ご

とにおける委託先をいう。  

 

２  契約当事者の責務  

  本契約の当事者は、法を遵守して本契約を履行する。次の各号

に掲げる場合は、当該各号に掲げる規程についても同様とする。  

（１）特定個人情報又は情報提供等記録を取り扱う場合  番号法第

３０条第１項又は第３１条第１項の規定により一部の規定が適

用されず、又は読み替えて適用される場合における法及び番号

法  

（２）ネットワーク及び情報システムにより個人情報を取り扱う場

合  流山市情報セキュリティポリシー（平成１５年４月２８日

策定）及びその実施手順  
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３  個人情報の保有の制限  

  乙は、本契約の履行に当たっては、その業務に関して知り得た

個人情報を本契約の目的の達成に必要な範囲を超えて保有しては

ならない。  

 

４  不適正な利用の禁止  

  乙は、本契約の履行に当たっては、違法又は不当な行為を助長

し、又は誘発するおそれがある方法により、その業務に関して知

り得た個人情報を利用してはならない。  

 

５  適正な取得  

  乙は、本契約の履行に当たっては、偽りその他不正の手段によ

り個人情報を取得してはならない。  

 

６  正確性の確保  

  乙は、本契約の目的の達成に必要な範囲内で、その業務に関し

て知り得た個人情報が過去又は現在の事実と合致するよう努めな

ければならない。  

 

７  安全管理措置  

  乙は、本契約の履行に当たっては、その業務に関して知り得た

個人情報の漏えい、滅失又は毀損（以下この項において「漏えい

等」という。）の防止その他の当該個人情報の安全管理のために

必要かつ適切な措置として、少なくとも次に掲げる措置を講じな

ければならない。  

（１）管理責任者（本契約の履行に当たって委託先が保有すること

となる個人情報の管理に関する責任者をいう。以下同じ。）及

び必要に応じて作業段階ごとの作業責任者を定めて、内部にお

ける個人情報の取扱いに係る責任の所在を明確にしておくこと。

この場合において、管理責任者（作業責任者を定めた場合は当

該作業責任者を含む。）を定めたときは、その旨を甲に届け出

なければならない。  

（２）個人情報の取扱状況の把握を可能とするため、内部において

次に掲げる事項を書面（電磁的記録を含む。以下同じ。）にて
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記録しておくこと。ただし、管理責任者が委託を受けた業務の

個人情報の取扱状況を常時把握することができるときは、この

限りでない。  

  ア  甲から個人情報の提供を受けた記録（記録項目（氏名、住

所、生年月日等をいう。以下同じ。）、受領日、受領者氏名

等）  

  イ  本契約の履行に当たり乙自ら収集する個人情報の記録（記

録項目及び収集開始日等）  

  ウ  個人情報の複製又は複写（以下「複製等」という。）の記

録（個人情報を記録した帳票名又はファイル名、複製等した

日、記録項目、本人の数、理由、使用者、記録媒体、廃棄日

等）  

  エ  個人情報の持出による使用記録（個人情報を記録した帳票

名又はファイル名、所定の保管場所から持ち出して使用した

日、本人の数、理由、使用者、管理責任者の承認等）  

  オ  個人情報を甲に返却した記録（個人情報を記録した帳票名

又はファイル名、返却日、返却方法、返却場所、返却を受け

た本市職員氏名等）  

  カ  個人情報の廃棄記録（個人情報を記録した帳票名又はファ

イル名、廃棄日、廃棄方法、立会者氏名等）  

（３）次に掲げる場合を除き、個人情報が記録される媒体を事務所

の外に持ち出してはならないこと。  

  ア  訪問業務、配送などにより個人情報を事務所の外に持ち出

して業務を行うことが本契約の目的である場合  

  イ  ア以外の場合において、やむを得ない理由があるとき。  

（４）前号の場合において、同号の記録媒体を持ち出すときは、次

のとおり盗難又は紛失の防止策を講ずること。  

  ア  持ち出す個人情報を必要最小限度に抑えること。  

  イ  電子情報として持ち出す場合は、第三者の目にふれても容

易に個人が特定できないように暗号化等すること。  

  ウ  移送時の体制を明確にすること。  

（５）次に掲げる情報セキュリティ対策を講じること。  

  ア  個人情報を記録した紙並びに機器及び電磁的記録媒体は、

施錠管理するなど盗難対策を講じること。  

  イ  個人情報を記録した情報システムは、不正アクセス対策、
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不正プログラム対策、データ損失対策等を講じること。  

  ウ  個人情報にアクセスすることが認められる者の範囲を限定

すること。  

（６）本契約の業務に従事する者に対して個人情報保護対策や情報

セキュリティ対策に関する研修及び指導を行うこと。  

 

８  従事者の義務  

  本契約の業務に従事している者は、当該業務に関して知り得た

個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用

してはならない。従事していた者についても同様とする。  

 

９  漏えい等の報告等  

  乙は、本契約の履行に伴い知り得た個人情報の漏えい等その他

の当該個人情報の安全の確保に係る事態が発生し、又は発生した

おそれがあるときは、直ちに、当該事態が生じた旨を甲に書面に

より報告し、甲の指示に従わなければならない。本契約の終了後

又は解除後においても同様とする。  

 

１０  利用目的以外の目的のための利用・提供の禁止  

  乙は、甲の書面による承諾がある場合を除き、本契約の履行に

伴い知り得た個人情報を、本契約の目的以外の目的のために自ら

利用し、又は提供してはならない。  

 

１１  再委託の制限  

  乙は、甲の書面による承諾がある場合を除き、本契約の業務（個

人情報を取り扱う部分に限る。）の一部を第三者（乙の子会社（会

社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する

子会社をいう。）である場合を含む。）に委託してはならない。

この場合において、甲は、当該承諾をするときは、本特記仕様書

の内容を乙の委託先に遵守させることを条件に付するものとする。 

 

１２  複写又は複製の禁止  

  乙は、甲の書面による承諾がある場合を除き、本契約の履行に

伴い知り得た個人情報を複写し、又は複製してはならない。  
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１３  個人情報の廃棄及び媒体の返却  

  乙は、本契約の履行に当たり甲（第１１項の規定により２以上

の段階にわたる委託をしている場合は当該段階ごとの委託元又は

当該各委託元を経由して甲）から提供を受けた個人情報又は本契

約の履行に伴い乙自ら収集し、若しくは作成した個人情報につい

ては、本契約の終了後又は解除後、甲の指示に従い、遅滞なく、

これらの個人情報が記録された媒体を返却し、若しくは引き渡し、

又は当該個人情報を抹消、焼却、切断、溶解その他の方法により

復元不可能な状態にして消去し、若しくは廃棄しなければならな

い。この場合において、その処理した結果を甲に書面により報告

しなければならない。  

 

１４  法令等に違反した場合における契約解除等  

  甲は、乙について、守秘義務違反その他の法令又は本契約に違

反した行為があったときは、法令又は本契約の定めるところによ

り、契約解除、損害賠償請求その他の必要な措置を講ずることが

できる。  

 

１５  本特記仕様書の遵守状況についての定期報告  

  甲は、乙が本契約を履行するに伴い知り得た個人情報の取扱い

について、本特記仕様書の遵守状況を確認するために必要な範囲

で、乙に対して定期的に報告を求めることができる。この場合に

おいて、甲が本特記仕様書の義務等を遵守させるために必要な指

示をしたときは、乙は、当該指示に従い速やかに是正措置を講じ、

その内容を遅滞なく甲に報告しなければならない。  

 

１６  監査等  

  甲は、本契約の履行に伴う個人情報の適切な管理の状況を確認

又は検証する必要があると認めるときは、乙に対して立入調査そ

の他の監査を実施することができる。乙は、当該監査のほか、個

人情報保護委員会による立入調査などで甲が受けることとなるも

のについて協力を求められたときは、速やかに協力しなければな

らない。  

 

 


